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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており 

ません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第30期

第１四半期 
連結累計(会計)期間

第31期
第１四半期 

連結累計(会計)期間
第30期

会計期間
自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日

自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日

自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日

売上高 (千円) 7,732,618 7,274,820 32,359,393 

経常利益 (千円) 78,999 138,876 647,277 

四半期(当期)純利益 (千円) 39,731 61,024 303,925 

純資産額 (千円) 9,993,326 10,239,845 10,259,410 

総資産額 (千円) 29,595,575 29,857,997 29,253,934 

１株当たり純資産額 (円) 240.05 245.97 246.44 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 0.95 1.47 7.30 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.8 34.3 35.1 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △247,244 35,671 1,192,880 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △385,089 △467,322 △1,174,703

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,558,250 652,126 533,006 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 7,622,575 7,468,318 7,247,842 

従業員数 (名) 502 462 466 
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当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。 

 また、主要な関係会社の異動につきましては、「３ 関係会社の状況」に記載しております。 

  
当第１四半期連結会計期間における、関係会社の異動は次のとおりであります。 

  

(1) 合併 

印刷前工程業務を行う株式会社インフォビジョンは、平成22年４月１日付で、当社を存続会社とし、

株式会社インフォビジョンを消滅会社とする吸収合併を行ったことに伴い、当該連結子会社が消滅いた

しました。 

  
(1) 連結会社の状況 

平成22年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員（常用パートを含んでおりません。）であります。 

  
(2) 提出会社の状況 

平成22年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員（パートを含んでおりません。）であります。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 462 

従業員数(名) 462 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第１四半期連結会計期間における生産実績を製品種類別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注実績 

当第１四半期連結会計期間における受注実績を製品種類別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(3) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績を製品種類別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
(注) 当第１四半期連結会計期間の㈱マルハンは、当第１四半期連結会計期間において当該割合が100分の 

10未満のため記載を省略しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

製品種類 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

 商業印刷 5,621,447 △8.7

 出版印刷 1,533,252 △9.3

合計 7,154,699 △8.8

製品種類 受注高(千円) 前年同四半期比(％) 受注残高(千円) 前年同四半期比(％)

 商業印刷 5,697,268 △7.2 1,389,155 △13.1

 出版印刷 1,507,028 △5.7 255,010 6.0 

合計 7,204,296 △6.9 1,644,165 △10.6

製品種類 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

 商業印刷 5,694,454 △5.8

 出版印刷 1,552,265 △6.3

 その他 28,100 △16.4

合計 7,274,820 △5.9

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社ケーズホールディングス 827,553 10.7 993,815 13.7 

株式会社マルハン 960,111 12.4 ― ―
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当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり
ます。 

  
(1) 経営成績の分析 

当第１四半期におけるわが国経済は、ギリシャ危機に端を発した欧州の信用不安などから先行き不透
明感が強まり、輸出産業を中心とした企業の業績回復傾向に下振れリスクの懸念がみられます。 
当印刷業界におきましては、国内においても電子書籍が発売されるなど様々な形で情報のネット化が

進む中、出版・雑誌市場が縮小傾向にあり厳しい経営環境が続いております。 
 そのような中で当社は、前期より取り組んでおります製造人員の効率化や物流費の削減が収益向上に
寄与いたしました。 
これらの結果、当第１四半期の業績は、売上高が72億７千４百万円（前年同四半期比5.9％減少）と

なりましたものの、営業利益は１億８千万円（前年同四半期比53.3％増加）、経常利益は１億３千８百
万円（前年同四半期比75.8％増加）、四半期純利益は６千１百万円（前年同四半期比53.6％増加）とな
り、減収・増益となりました。 
  

（売上高） 

当第１四半期の売上高は前年同四半期比４億５千７百万円（5.9％）減少し、72億７千４百万円とな
りました。 
商業印刷につきましては、一部の流通チラシにおいて受注数量の増加等はありましたものの、チラ

シ・カタログともに受注量が減ったことにより、前年同四半期比３億４千７百万円（5.8％）減少し、
56億９千４百万円となりました。 
出版印刷につきましては、書籍・雑誌市場が低迷するなか、紙媒体からネット媒体への移行が進んだ

ことにより、前年同四半期比１億４百万円（6.3％）減少し、15億５千２百万円となりました。 

（営業利益） 

営業利益は、売上高が減少いたしましたものの、製造人員の効率化や物流費の削減といったコスト管
理の見直しをしたことにより前年同四半期比６千２百万円（53.3％）増加し、１億８千万円となりまし
た。 

（経常利益） 

経常利益につきましては、支払利息が増加いたしましたものの、営業利益の増加が主な増益要因とな
り、前年同四半期比５千９百万円（75.8％）増加し、１億３千８百万円となりました。 

（四半期純利益） 

四半期純利益は、前年同四半期比２千１百万円（53.6％）増加し、６千１百万円となりました。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の分析 

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて2.5％減少し、132億５千７百万円となりました。これは、現
金及び預金が２億２千万円増加したものの、受取手形及び売掛金が５億８千８百万円減少したことなど
によります。 
固定資産は、前連結会計年度末に比べて6.0％増加し、166億円となりました。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて2.1％増加し、298億５千７百万円となりました。 

（負債） 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて3.3％減少し、107億８千４百万円となりました。これは、支
払手形及び買掛金が９億４千６百万円減少したことなどによります。 
固定負債は、前連結会計年度末に比べて12.7％増加し、88億３千３百万円となりました。これは、長

期借入金が１億８千万円増加したことなどによります。 
この結果、負債合計は、196億１千８百万円となりました。 

（純資産） 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて0.2％減少し、102億３千９百万円となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、営業活動におけるキャッシュ・フロ
ーが３千５百万円の獲得、投資活動によるキャッシュ・フローが４億６千７百万円の使用、財務活動
によるキャッシュ・フローが６億５千２百万円の獲得となりました。 
この結果、現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末より２億

２千万円増加し、74億６千８百万円となりました。 
 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は、次のとおりでありま
す。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果獲得した資金は、売上債権が減少したこと等により３千５百万円(前年同四半期比
２億８千２百万円の増加)となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、有形固定資産の取得等により４億６千７百万円(前年同四半期比
８千２百万円の減少)となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果獲得した資金は、経営の安定化を図るため資金の確保に留意したことによる借入金
の増加等により６億５千２百万円(前年同四半期比９億６百万円の減少)となりました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに
生じた課題はありません。 

  
(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

  
(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

印刷業界を取り巻く環境は、国内景気の低迷やデフレ傾向により企業の広告費が抑制されている影
響や出版物のネット媒体化、更には受注競争の激化や顧客からの単価引き下げ要請も続いており厳し
い状況が続いております。 
そのような中、顧客からは、多品種、短納期、高品質等の付加価値に関する要求があり、当社とい

たしましては、他社にない特性を訴えるチャンスと考え顧客の様々なニーズに積極的にお応えするた
め、印刷から製本、ラッピングまでのワンストップ生産体制を強化し、また、社内の管理体制を強化
することにより品質の向上・収益の改善に取り組み、顧客満足度の向上に努めてゆく所存でありま
す。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等はありません。 

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 

  
② 【発行済株式】 

  

 

  
(2) 【新株予約権等の状況】 

  

  該当事項はありません。 

  
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  

  該当事項はありません。 

  
(4) 【ライツプランの内容】 

  

  該当事項はありません。 

  
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 

  
(6) 【大株主の状況】 

  

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 130,720,000 

計 130,720,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年８月12日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可 

金融商品取引業協会名
内容

普通株式 41,630,000 41,630,000 
東京証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数は100株で
あります。 

計 41,630,000 41,630,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年４月１日～ 
平成22年６月30日 

― 41,630 ― 2,511,350 ― 2,505,480 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成22年３月31日現在 

 

  
② 【自己株式等】 

  該当事項はありません。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 
 普通株式

41,628,500 
416,285 ―

単元未満株式 
 普通株式

1,500 
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 41,630,000 ― ―

総株主の議決権 ― 416,285 ―

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 196 182 158 

最低(円) 130 145 131 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30

日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、三優監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,468,318 7,247,842

受取手形及び売掛金 4,800,609 5,388,685

製品 84,366 119,986

仕掛品 187,846 237,367

原材料及び貯蔵品 175,253 158,642

その他 545,715 444,363

貸倒引当金 △5,048 △5,095

流動資産合計 13,257,061 13,591,794

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 10,447,288 10,441,838

減価償却累計額 ※1  △4,593,463 ※1  △4,504,546

建物及び構築物（純額） 5,853,824 5,937,291

機械装置及び運搬具 9,948,447 10,201,222

減価償却累計額 ※1  △7,956,979 ※1  △8,075,607

機械装置及び運搬具（純額） 1,991,468 2,125,614

土地 5,130,651 5,130,651

その他（純額） ※1  1,738,508 ※1  654,001

有形固定資産合計 14,714,452 13,847,558

無形固定資産 81,942 79,097

投資その他の資産   

その他 1,804,840 1,735,784

貸倒引当金 △300 △300

投資その他の資産合計 1,804,540 1,735,484

固定資産合計 16,600,936 15,662,140

資産合計 29,857,997 29,253,934
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,195,653 7,141,967

短期借入金 450,000 －

1年内返済予定の長期借入金 3,194,160 3,046,160

未払法人税等 68,789 216,511

賞与引当金 78,534 153,854

その他 797,495 595,375

流動負債合計 10,784,632 11,153,868

固定負債   

長期借入金 7,094,270 6,913,560

退職給付引当金 537,168 530,391

その他 1,202,081 396,703

固定負債合計 8,833,519 7,840,654

負債合計 19,618,152 18,994,523

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,511,350 2,511,350

資本剰余金 2,505,480 2,505,480

利益剰余金 4,973,404 4,995,639

自己株式 △9 －

株主資本合計 9,990,224 10,012,469

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 249,621 246,940

評価・換算差額等合計 249,621 246,940

純資産合計 10,239,845 10,259,410

負債純資産合計 29,857,997 29,253,934
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 7,732,618 7,274,820

売上原価 7,008,326 6,500,990

売上総利益 724,292 773,829

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 149,465 159,120

賞与引当金繰入額 29,787 31,836

退職給付費用 3,647 2,989

運賃 145,219 138,547

その他 278,369 260,786

販売費及び一般管理費合計 606,489 593,280

営業利益 117,802 180,549

営業外収益   

受取利息 145 75

受取配当金 11,286 11,196

その他 912 1,658

営業外収益合計 12,344 12,930

営業外費用   

支払利息 47,415 51,552

その他 3,732 3,050

営業外費用合計 51,147 54,602

経常利益 78,999 138,876

特別利益   

貸倒引当金戻入額 89 47

特別利益合計 89 47

特別損失   

固定資産除却損 459 18,050

投資有価証券評価損 2,576 1,012

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,968

その他 － 118

特別損失合計 3,035 24,150

税金等調整前四半期純利益 76,054 114,774

法人税等 36,322 53,750

少数株主損益調整前四半期純利益 － 61,024

四半期純利益 39,731 61,024
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 76,054 114,774

減価償却費 272,127 301,378

売上債権の増減額（△は増加） 305,978 545,007

たな卸資産の増減額（△は増加） △165,605 68,531

仕入債務の増減額（△は減少） △685,164 △946,313

その他 37,195 187,842

小計 △159,413 271,220

法人税等の支払額 △50,991 △193,665

その他の支出 △36,839 △41,883

営業活動によるキャッシュ・フロー △247,244 35,671

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △382,622 △364,686

無形固定資産の取得による支出 △5,870 △28,704

投資有価証券の取得による支出 △2,130 △2,125

貸付金の回収による収入 103 103

保険積立金の積立による支出 △8 △8

その他 5,439 △71,901

投資活動によるキャッシュ・フロー △385,089 △467,322

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 500,000 450,000

長期借入れによる収入 1,900,000 1,100,000

長期借入金の返済による支出 △709,550 △771,290

配当金の支払額 △86,428 △83,260

リース債務の返済による支出 － △19,670

長期設備支払手形の支払いによる支出 △22,770 △23,643

長期設備未払金の支払いによる支出 △23,000 －

その他 － △9

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,558,250 652,126

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 925,916 220,475

現金及び現金同等物の期首残高 6,696,659 7,247,842

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  7,622,575 ※1  7,468,318
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【継続企業の前提に関する事項】 

当第１四半期連結会計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
      

【表示方法の変更】 

  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１ 会計処理基準に関する事項の変更 

当第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

なお、この変更による損益への影響は軽微であります。 

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１ 実地棚卸の省略 

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しましては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

２ 退職給付引当金 

期首に算定した年間の退職給付費用及び数理計算上の差異につきましては、期間按分した額を四半期連結会計期

間に計上しております。 

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１ 税金費用の計算 

 税金につきましては、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。  

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 
  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第１四半期連結累計期間 
  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  12,885,315千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額  12,884,873千円 

(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 
前第１四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 
当第１四半期連結累計期間

  記載すべき事項はありません。   記載すべき事項はありません。 

(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 
前第１四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 
当第１四半期連結累計期間

※１ 現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末

残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係（平成21年６月30日現在） 

現金及び預金 7,622,575千円

現金及び現金同等物 7,622,575千円

※１ 現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末

残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係（平成22年６月30日現在） 

現金及び預金 7,468,318千円

現金及び現金同等物 7,468,318千円
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(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日

至 平成22年６月30日) 
  

１ 発行済株式の種類及び総数 

 

  
２ 自己株式の種類及び株式数 

 

  
３ 新株予約権等の四半期連結会計期間末残高 

  

    該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 

  
 (2) 基準日が当第１四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 
    

    該当事項はありません。 

  
５ 株主資本の著しい変動 

  

    株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式(株) 41,630,000 

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式(株) 66 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月７日 
取締役会決議 

普通株式 83,260 2.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

印刷事業の売上高、営業利益の金額が、全セグメントの売上高及び営業利益の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

海外売上高が存在しないため、該当事項はありません。 

  
  

【セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

当社の事業セグメントは、主に印刷事業でありますが、印刷事業以外のセグメントの重要性が著し

く乏しいため、セグメント情報の記載を省略しております。 

  

(追加情報) 

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 
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(金融商品関係) 

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

リース債務が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末

日に比べて著しい変動が認められます。 

 
（注）リース債務の時価の算定方法 

 リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定し、帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

  
(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

 

  
２  １株当たり四半期純利益金額等 

 
(注)１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    ２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

  
(リース取引関係) 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリー

ス取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

科目 
四半期連結貸借対照表計上額 時価 差額

（千円） （千円） （千円）

リース債務 1,235,879 1,235,879 ―

当第１四半期連結会計期間末  
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末  
(平成22年３月31日) 

１株当たり純資産額 245.97円 １株当たり純資産額 246.44円

(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 
前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 0.95円 １株当たり四半期純利益金額 1.47円

項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 39,731 61,024 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 39,731 61,024 

普通株式の期中平均株式数(株) 41,630,000 41,629,983 
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第30期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）期末配当については、平成22年５月７日開催

の取締役会において、平成22年３月31日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり期末配

当を行うことを決議いたしました。 
  

 

  

２ 【その他】

① 配当金の総額 83,260千円

② １株当たりの金額 ２円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年６月30日

― 20 ―



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年８月10日

共立印刷株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている共

立印刷株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、共立印刷株式会社及び連結子会社の平成21

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

三優監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士    杉田   純     印 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士    海藤  丈二     印 

業務執行社員 公認会計士    増田  涼恵     印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成22年８月12日

共立印刷株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている共

立印刷株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、共立印刷株式会社及び連結子会社の平成22

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  
追記情報 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当

第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」を適用して四半期連結財務諸表を作成している。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

三優監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士    杉田   純     印 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士    海藤  丈二     印 

業務執行社員 公認会計士    増田  涼恵     印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年８月12日 

【会社名】 共立印刷株式会社 

【英訳名】 KYORITSU PRINTING CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  野 田 勝 憲 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役 管理統括  木 村   純 

【本店の所在の場所】 東京都板橋区清水町36番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長野田勝憲及び当社最高財務責任者常務取締役管理統括木村純は、当社の第31期第１

四半期(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に

基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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